予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費　　　
	事業名　ｿﾌﾄﾋﾟｱｼﾞｬﾊﾟﾝｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ非常用電源装置工事費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　商工労働部　情報産業課　ＩＴ拠点係　電話番号：058-272-1111（内3115）

　　　　　　　E-mail： 11338@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　258,400千円（前年度予算額：265,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	265,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	265,000
	0

	要求額
	258,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	258,400
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
非常用自家発電機は、停電時における消防設備（屋内消火栓、泡消火ポンプ、スプリンクラーポンプ）への電源を供給する防災用備である。定期起動試験運転時に油漏れが発見され、保守業者の調査によりエンジン本体の内部軸受けシールからの漏油と推定された。修繕を行う場合は、エンジン本体を工場に運んでの修繕工事となり、修繕工事期間中の仮設の自家発設備の手配も必要となる。既設の設備は、エンジン2基を装備しているが、同時起動、同時運転の仕様のため、いずれかのエンジンが故障した場合、設備全体として作動しない。メーカーは12年ごとの定期部品交換を推奨しているが、設置から17年間部品交換の実績はない。

（２）事業内容
　　　新規に非常用自家発電機を調達する。
設置工事（債務負担）

　　　　期間：平成26年12月1日から平成27年11月30日まで
（３）県負担・補助率の考え方

非常用自家発電機は、消防法、建築基準法および電気設備技術基準により設置並びに維持が定められており、修繕の見通しがつく前に故障し、自家発電設備が機能しない状態での施設運用は上記の法令に触れる

（４）類似事業の有無

無
３　事業費の積算内訳
	
	
	（千円）

	
	H26
	H27

	工事請負費（債務負担）
	258,000
	258,000

	委託料
	6,300
	0

	事務費
	700
	400

	合計
	265,000
	258,400


　（H27事務費内訳：旅費　38、消耗品費　160、燃料費　82、役務費　120）
	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

◆ソフトピアジャパンのＩＴ関連企業の集積や優れた情報基盤を活用し、地域産業の高度化を担う産業人材を育成・供給し、地元のＩＴ企業の競争力を強化する。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
非常用自家発電機は火災時にスプリンクラーなどの防災設備に電源を供給するためのものである。既設設備はエンジンからの油漏れの不具合があり、またメーカーが非常用自家発電機の製造をやめているため、今後の施設の維持が難しくなっている。設備を更新することで、長期的にまた安定的に維持管理できる体制をつくる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ソフトピアジャパン
施設入居率
	62.7%

（H17）
	78.8%
（H25.4.1現在）
	82.9%
（H26.4.1現在）
	84.8% 
（H26.9.1現在）
	75.0%
（H26 ）
	113.1%


	ソフトピアジャパン

貸出施設稼働率
	17.1%
（H17）
	44.2%
（H23）
	39.4%
（H24）
	38.1% 
（H25）
	45.0%
（H26）
	84.7％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　ソフトピアジャパンセンタービル自家発電設備更新工事の実施設計委託


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　法令等を遵守するための施設の修繕、集積企業が運営を行うために必要な機器を故障させずに運営するための修繕を行うことにより、安心して安全な施設を利用でき、そのことがＩＴ関連企業の集積・入居率の向上や、施設の貸出利用に繋がる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	電気設備技術基準、消防法、建築基準法において設置稼働が定められており、既設設備が完全に稼働できなくなる前に改修をする必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	施設維持のための必要最低限の改修を行っている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	トータルコストの抑制


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　防災上、設置稼働が義務付けられた設備のため絶え間ない保全が必要である。耐用年数を延ばすためにも予防保全を行っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

設備の維持稼働に努める。



